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事業名称：介護予防「あ・し・た」プロジェクト 

事業概要：介護予防による介護給付費の適正化を目指し、「あるく」（運動）、「しゃべる」

（社会参加）、「たべる」（食生活・口腔機能）というフレイル 1予防に有効な要素を取り

入れた介護予防プログラムを実施。 

※本事例における金額は、全て税込み表示とする。 

 

●基本データ 

地方公共団体 大阪府堺市 

社会的課題及び 

その背景 

堺市では、介護給付費が増加し続けていることに加え、要介護

（要支援）認定率 2が国や大阪府の平均値よりも高く、特に軽

度者の割合が高いことから、効果的な介護予防施策を行い、要

介護（要支援）認定率を低下させることが課題となっている。 

目指す成果 

要介護状態ではない高齢者の介護予防・自立支援を行うことに

より、高齢者の生活の質を向上させる。また、介護給付費の適

正化を図る。 

サービス対象者 

市内在住の概ね 65 歳以上の高齢者のうち、主に要介護認定を

受けていない人（普段介護予防の取組を行っていない、または

介護予防の取組に無関心な人が望ましい） 

事
業
関
係
者 

委託者 堺市 健康福祉局 長寿社会部 地域包括ケア推進課 

受託者 

阪急阪神ホールディングス・ライフデザイン阪急阪神事業グル

ープ（阪急阪神ホールディングス株式会社、株式会社ライフデ

ザイン阪急阪神によるコンソーシアム） 

サービス提供者 
阪急阪神ホールディングス・ライフデザイン阪急阪神事業グル

ープ（同上） 

資金提供者 なし 

第三者評価機関 一般社団法人日本老年学的評価研究機構 

中間支援組織 なし 

サービス内容 

サービス対象者に対し、「あるく」（運動）、「しゃべる」（社会参

加）、「たべる」（食生活・口腔機能）というフレイル予防に有効

な要素を取り入れたプログラムを提供する。参加者を拡大する

ための「きっかけづくりのプログラム」、多様な興味関心に対応

し、地域課題も踏まえた本格的な「学びのプログラム」、活動を

披露する機会となる「活躍の場プログラム」を組み合わせ、日

 
1 加齢に伴う心身の活力（身体的機能や認知機能など）の低下が見られる、「健康」と「要支援・要介

護」の中間的な状態のこと。 
2 第 1 号被保険者に占める要介護（要支援）認定者の割合。 
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常生活の中で継続して介護予防につながる行動を促し、プログ

ラム終了後も、参加者が地域で活躍し続けることを目指す。 

開始当初は、スマートフォンアプリを活用した日常活動のモニ

タリングを行い、参加者に効果を実感させることで継続的な活

動を支援する予定であった。しかし、実際にはアプリを使える

高齢者が少なく、また、新型コロナウイルス感染症の影響もあ

ってアプリの操作方法を対面で伝えることが困難となったこ

とから、ICT等の活用を進めることになった。 

【各プログラムの主な実施内容】 

・気づきの場プログラム：健康イベント、健康計測、学びの場

体験、ウォーキングイベントと健康体操等 

・学びの場プログラム：本気のパン教室、本気の木工教室、歌

劇体験ワークショップ、防災教育インストラクター、シニアヨ

ガ、チアリーダー等 

活躍の場プログラム：カフェ開催、ステージ披露等 

成果指標 

・事業参加者総数 

・継続参加人数 

・要介護状態進行遅延人数 

事業期間 

令和元年 12月～令和４年３月（３年間） 

※新型コロナウイルスの影響により、令和元年度～令和４年度

の４年間に延長 

【内訳】（当初予定） 

サービス提供期間：令和元年 12月～令和３年 11月 

評価時期： 

・中間評価：令和２年 11月 

・最終評価：令和３年 11月 

支払時期： 

・最低支払： 

令和２年４月 

・成果連動支払： 

令和３年３月（中間評価に基づき支払） 

令和４年３月（最終成果に基づき支払） 

契
約
金
額 

総額 
44,297 千円 

（この他に、第三者評価機関への委託料 10,000千円） 

最低支払額 17,719 千円 

成果連動支払額 26,579 千円（上限） 
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【内訳】 

・事業参加者総数：13,289千円 

・継続参加人数：6,645千円 

・要介護状態進行遅延人数：6,645千円 

財政効果

の試算 

費目 介護給付費 

金額 118,840 千円/年 

国の補助の活用の有無 
厚生労働省介護予防・日常生活支援総合事業（最低支払、成果

連動支払に充当） 

債務負担行為の有無 あり（３年間） 

事業者選定方法 公募型プロポーザル方式にて受託者を選定。 

 

●事業詳細 

事業実施の経緯 

 堺市では、平成 30 年度予算編成において、財政局の発意により、庁内で社会保障費の削

減に向けた SIB事業の実施を検討することとなった。SIBの手法を用いた施策の検討を企画

部が行っており、平成 30年度は事業化に向けた調査費として企画部に約 4,000千円の予算

を計上し、SIB 事業の支援実績がある金融機関から講師を招いて職員向けの SIB勉強会の開

催等を行った。この勉強会には各部署の担当職員が出席し、庁内で SIBを導入する機運が高

まった。参加部局の１つに、介護給付費の増加や国や大阪府と比較して要介護（要支援）認

定率が高いことが課題となっている、地域包括ケア推進課があり、介護予防における社会的

課題の解決方法として SIBの手法を活用する事業委託が適していると判断した。 

 令和元年度からの事業化に向けて、NPO法人の活動促進や保育士の雇用増加等、様々な分

野で SIB の導入を検討した結果、地域包括ケア推進課が新規事業として考えていた介護予

防「あ・し・た」プロジェクトで SIBの導入を検討するに至った。 

同プロジェクトの事業化に向けた検討においては、SIB 勉強会を開催した金融機関から、

社会的投資推進財団（現：一般財団法人社会変革推進財団）の SIB担当者の紹介を受け、複

数回の助言を得た。また、成果指標や評価方法の設定にあたっては、社会的投資推進財団か

ら紹介を受けた日本老年学的評価研究機構の有識者の助言を得た。令和元年度予算要求に

おいては、妥当性やメリットについての質問が財政部局より出されたが、外部の専門家・有

識者を交えた検討を行っていること、介護保険特別会計 3により行う事業であり、堺市の一

般財源負担は事業費の 12.5％であること等を説明することで、庁内の合意形成に至った。 

令和元年度は、事業者の公募を行うにあたり、民間企業へのサウンディング調査を経て、

仕様書等の作成を行った。これらの検討は全て担当課職員が実施しており、案件形成にあた

り外部のコンサルタント等への委託は行っていない。令和元年８月から開始した公募には

 
3 介護保険事業のために設ける特別会計 
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７つの事業者及びコンソーシアムから応募があり、有識者等による審査の結果、阪急阪神ホ

ールディングス・ライフデザイン阪急阪神事業グループを選定した。なお、公募型プロポー

ザル方式にて提案を評価するために堺市が提示した提案書記載事項は以下のとおりである。 

 

図表 1 提案記載事項 

評価項目 評価の視点 

現状把握と事業目
的及び取組の方向
性 

 地域包括ケアシステムの構築及び高齢者の自立支援に向け
た国及び本市の課題を理解したうえで、事業目的及び取組の
方向性を記載すること。（なお、フレイル予防及びフレイル
予防活動を継続するための考え方についても記載するこ
と。） 

業務の遂行につい
て 

 事業目的の達成に向け、これまでの経験や実績に基づいた独
自の知見等をどのように提案に活かすかを記載すること 

 事業目的の達成に向け、事業期間全体を見据えた効率的かつ
適切な実施計画等の事業スケジュールについて記載するこ
と 

業務の実施体制  事業責任者、スタッフなどの人員体制 
 円滑な事務執行、進捗管理を適切に行うための実施体制とバ

ックアップ体制 
 個人情報保護の考え方と管理体制 

業務の概要 仕様書に示す下記の業務について、実施方法などを含め具体的な
内容とすること。 
① 事業の広報 
 介護予防プログラムへの参加者を確保するため、多くの高齢

者が興味を持つような独自の知見を用いた効果的かつ効率
的な周知方法や募集方法を提案すること。 

② 参加者募集、受付管理、基本情報の収集等 
 参加者の募集・受付の管理や、参加者基本情報の収集、問合

せ等に適切かつ効率的に対応可能な方法を提案すること。 
③ 業務実施報告書の作成 
 アンケート調査の実施方法や回収方法は個人情報等を踏ま

えて適切に実施され、多くの回答が得られることを見込める
手法を提案すること。 

④ 提供される介護予防プログラムの方向性及び実施の妥当性 
 高齢者の社会参加を基本として、本市が求めるフレイル予防

の観点「あ・し・た」のそれぞれの取組が含まれ、参加者の
介護予防についての理解を深めるものを提案すること。ま
た、フレイル予防に効果的な実施回数、実施期間で提案し、
継続性を高めるための適切な工夫も記載すること。 

⑤ 魅力的な介護予防プログラムの提案 
 提案される介護予防について、高齢者の参加意欲を高めるよ

うな魅力的な提案をすること。また、そのための工夫も記載
すること。 

⑥ 多彩な介護予防プログラムの提案 
 提案される介護予防プログラムについて、高齢者が継続的に

参加するとともに、他の社会参加の機会を促進するような多
彩なプログラムが提案されているか。また、そのための工夫
も記載すること。 

⑦ 介護予防プログラムをきっかけとした行動変容 
 提案される介護予防プログラムをきっかけに、社会参加回数

の増加など介護予防の取組みにつながる行動変容を促すも
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評価項目 評価の視点 
のを提案すること。既存の社会資源を活用するなど、具体的
かつ効果的な事業展開や工夫なども記載すること。 

⑧ 事業終了後の継続性、発展性について 
 委託期間終了後もフレイル予防の取組の普及に向けて、提案

される介護予防プログラムが継続・発展し、ビジネスモデル
となるような仕組みや工夫を提案すること。 

資金調達の方法  ソーシャルインパクトボンド等の活用など、提案事業者以外
からの資金調達を行う場合は、そのスキームを記載するこ
と。なお、提案事業者がそれぞれの自社内で資金調達を行う
場合は、外部資金を活用した資金調達は行わない旨を明記す
ること 

（出所）堺市介護予防「あ・し・た」プロジェクト業務企画提案書作成要領 

 

イ 体制の詳細 

堺市とサービス提供者である阪急阪神ホールディングス・ライフデザイン阪急阪神事業

グループが契約を締結し、同グループが「あ・し・た」プロジェクトを実施している。この

他に、堺市は、第三者評価機関である日本老年学的評価研究機構と契約を締結し、本事業の

評価を委託している。 

本事業の公募にあたっては、コンソーシアムの構成員に金融機関を含めること（民間事業

者が資金調達を行うこと）を条件としておらず、金融機関からの資金調達の有無は事業者の

提案に委ねていた。結果的に、選定された阪急阪神ホールディングス・ライフデザイン阪急

阪神事業グループを含むすべての応募者が自己資金で事業を実施することを提案していた

ため、本事業の実施体制の中に資金提供者は存在しない。 

 

図表 2 事業体制 

  

 

ウ 事業スケジュール 

平成 29 年度から介護予防の新規事業の検討を行い、平成 30 年度は、主に対象事業を介

護予防「あ・し・た」プロジェクトに決定した。その後、令和元年度の予算要求に向け社会
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的投資推進財団や老年学的評価研究機構の助力を得ながら、具体的な事業スキーム等の検

討を行った。 

本事業は令和元年８月から 10 月にかけて公募型プロポーザルにより事業者の選定を行い、

同年 12 月からサービス提供を開始した。サービス提供は令和３年 11 月までであり、令和

２年４月・令和２年 12 月・令和３年 12 月にそれぞれ初期報告・中間報告・最終報告を行

い、それぞれ支払を行う予定であった。しかし、新型コロナウイルス感染症の影響により、

実質的に事業が一時休止状態となっていたため契約期間を 1年間延長した。 

 

図表 3 事業スケジュール（当初予定） 

 

 

エ 評価手法 

 ① 成果指標の設定 

本事業では介護予防に資する活動への参加による介護給付費の伸びの抑制を目標とし

ており、これに関連する成果指標として、事業参加者総数、継続参加人数、要介護状態進

行遅延人数の３つの指標を設定した。成果指標の設定にあたっては、科学的根拠に基づい

たものとすべく、日本老年学的評価研究機構の有識者から助言を得た。 

 

図表 4 成果指標 

項目 内容 

事業参加者総数 阪急阪神ホールディングス・ライフデザイン阪急阪神事業グループが

実施するイベント及び継続的介護予防プログラムへの概ね 65 歳以上

の参加者の実人数をカウントする。分野の異なる複数のプログラムに

同一人物が参加した場合は、それぞれでカウントする。 

継続参加人数 継続的プログラム及びそれに関連するコミュニティ活動に月１回以

上の頻度で半年以上継続して参加している人を継続参加者とし、その

人数をカウントする。 

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

最低支払
成果連動支払

令和３年度

公募

平成30年度 令和元年度 令和２年度平成29年度

支払

庁内検討
導入可能性調査

契約締結
サービス提供

評価
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項目 内容 

要介護状態進行

遅延人数 

事業実施期間中の継続参加者のうち、要介護状態進行の遅延が推測さ

れた人数をカウントする。要介護状態の進行遅延が推測された者と

は、サービス提供者が実施するアンケートにおいて、要支援・要介護

リスク評価尺度 4が維持以上であり、社会参加の状況に該当する項目

が増加または主観的健康感が増加している人とする。 

（出所）堺市提供資料 

 

② 評価方法 

 上記のうち、事業参加者総数・継続参加人数については、阪急阪神ホールディングス・

ライフデザイン阪急阪神事業グループがプログラム開催時に参加受付表を作成し、根拠

資料として堺市に提出する。参加受付表には、氏名・年齢・住所を参加者が自筆で記入す

ることとし、電子媒体を用いて受付を行う場合は、氏名・年齢・住所の情報を提出するの

みとする。人数のカウントは、令和２年３月 31日時点、令和２年 11月 30日時点、令和

３年 11月 30日時点の３回行う。 

 要介護状態進行の遅延が推測された人数については、阪急阪神ホールディングス・ライ

フデザイン阪急阪神事業グループがプログラム参加者に対して実施するアンケートによ

り把握する。アンケートは全３回実施し、それぞれの実施時期・アンケート項目は以下の

とおりである。 

 

図表 5 アンケート実施時期・項目 

回数 実施時期 アンケート項目 

１ プログラム参加時点 社会参加の状況 

主観的健康感 

要支援・要介護リスク評価尺度 

２ 本事業の開始から１年後 

（令和２年 11月） 

本事業及びコミュニティ活動への継続参加状況 

社会参加の状況 

主観的健康感 

要支援・要介護リスク評価尺度 

３ 本事業の開始から２年後 

（令和３年 11月） 

（出所）堺市提供資料 

 

 なお、参加者へのアンケートの実施は阪急阪神ホールディングス・ライフデザイン阪急

阪神事業グループが行うが、その分析及び評価は、堺市が別途委託する第三者評価機関で

 
4 千葉大学・一般社団法人日本老年学的評価研究機構の研究グループが開発した、高齢者が約 3 年以内に

要支援・要介護になるリスクを評価する尺度。「バスや電車を使って１人で外出できるか」「15 分位続け

て歩いているか」等の 10 の質問と性別・年齢により算出する。 
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ある日本老年学的評価研究機構が実施する。このため、アンケートの実施にかかる費用は

阪急阪神ホールディングス・ライフデザイン阪急阪神事業グループへの委託費に含まれ

るが、分析・評価費用は日本老年学的評価研究機構への委託費に含まれる。 

 

オ 支払条件 

阪急阪神ホールディングス・ライフデザイン阪急阪神事業グループは、令和２年４月・令

和２年 12月・令和３年 12 月にそれぞれ初期報告書・中間報告書・最終報告書を堺市に提出

する。堺市はこれを検査し、３回に分けて阪急阪神ホールディングス・ライフデザイン阪急

阪神事業グループに対し支払を行う予定であった。しかし、新型コロナウイルス感染症の影

響により、支払時期を初期報告・最終報告後の２回へ変更した。 

 

図表 6 アンケート実施時期・項目（当初予定） 

回数 検査対象 支払条件 

１ 初期報告書 最低支払額（全委託料の 40％）を支払う。 

２ 中間報告書 事業参加者総数・継続参加人数の評価結果に応じて、全委託料

の最大 18％を支払う。 

 

３ 最終報告書 事業参加者総数・継続参加人数・要介護状態進行遅延人数の評

価結果に応じて、全委託料の最大 42％を支払う。 
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図表 7 支払額内訳 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計 

成果連

動 

支払額 

※上限 

事業参加者総数 － 6,645千円 6,644千円 13,289 千円 

継続参加人数 － 1,329千円 5,316千円 6,645千円 

要介護状態進行遅

延人数 

－ － 6,645千円 6,645千円 

最低支払額 － 17,718 千円 － 17,718 千円 

合計 － 25,692 千円 18,605 千円 44,297 千円 

 

カ 中間支援組織の役割 

本事業では中間支援組織は設けておらず、事業化に向けた検討・公募資料の作成等は全て

堺市が実施した。検討においては、社会的投資推進財団及び後に第三者評価機関として本事

業の評価を委託する日本老年学的評価研究機構の協力・助言を得た。 

 
キ 評価結果 

本事業の成果指標（一部）の達成状況は図表 8のとおりである。 

 

図表 8 成果指標（一部）の達成状況 

 達成状況 

参加者総人数 2,241人  

継続参加人数 258人 

要介護状態進行遅延人数 192人 

①  成果指標を設定したもの以外にも次のような点において成果が見られた。参加者層

の固定化 

 従来の介護予防事業では参加が限定的であり、いわゆる「無関心層」であった男性や前期

高齢者の参加が顕著に増加した。これは、介護予防や健康といったテーマを前面に出さず、

男性にも参加しやすい「男の本気」シリーズなどのプログラムを設けたこと、目を引くチラ

シや子ども世代から進めてもらえるブランディング等が寄与したと考えられる。具体的に

は、図表 9のとおりである。 

 

図表 9 成果指標（一部）の達成状況 

 
従来の介護予防教室 

「あ・し・た」プロジェク

ト学びの場 

男性 15％ 67％ 

前期高齢者 33％ 73％ 

 

② プログラムのマンネリ化 
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 従来の介護予防教室の種類は 3 種類であったところ、本事業の学びの場は 12 種類とな

った。また、アンケートによれば、事業の結果として行動変容につながった参加者の割合

は 76％であり、その中には「コンビニを巡ってコーヒーの味比べをする」、「毎日 30分の

YouTube を見ながらストレッチをする」といった日常生活に根差す事例や、「同じ学びの

場プログラムの受講生が主催するイベントで防災レクチャーを実施した」という他者の学

びにつながる事例が含まれている。 

 

③ 地域の担い手の不足と高齢化 

 参加者による教室終了後の活動機会は、調査時点では 53 回あった。活動内容は、地域

の通いの場のボランティアや、コーヒー教室参加者のマルシェ出店、大学学園祭出店等多

様であり、地域の担い手の一翼になりつつある様子がうかがえる。 

 

ク 事業を通じた学び 5 

 堺市では、PFS 事業に「取り組んでよかったポイント」として次の 3点を挙げている。 

 事業全体のブランディングなどの包括的で戦略的な考え方で、行政だけでは考えつか

ないアイデアを得ることができた。 

 趣味活動を入口に無関心層を誘い、地域貢献へ繋げる事業スキーム 

 子ども世代から誘い掛けてもらえるようなおしゃれなロゴ、チラシデザインや男

性に響く教室名称 

 受託者と行政が同じ目標に向かって取り組むことができ、企業努力の最大化を求める

ことができた。 

 コロナ禍における対応 

 参加者の再募集 

 市内の民間事業者や庁内の他部署との新たな連携が生まれた。 

 市内パン屋による地域貢献（産業振興局） 

 デザインマンホールを巡るウォーキングイベント（上下水道局） 

 また、受託事業者にとっては、次のようなメリットがあったとのことである。 

 同じ目標に向けて、パートナーとして創意工夫を重ねながら行政と協力して事業を遂

行できたことで、新たなノウハウを蓄積できた。 

 プログラム開発や活躍の場の開拓のため、地域貢献に関心のある地元企業や研究フィ

ールドを求める学識者と新たな繋がりができた。 

 他方、PFSの導入にはハードルがあることも示されている。具体的には、庁内関係部署と

の調整及び成果指標の設定である。庁内調整については、企画部門からの伴走支援を受けな

がら、学術研究成果を活用した事業導入意義の説明を行った。成果指標の設定については、

 
5 堺市「「あ・し・た」で明日をつくる堺市の挑戦~成果連動型委託契約の手法を用いた介

護予防事業の成果」及び同市へのヒアリングにより取りまとめた。 
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学術研究成果の活用や、事務職と医療専門職の連携を通じて介護予防効果が見込まれるプ

ログラムの必要条件の検討を行うなどの対応を行った。 
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